ジョウホウ リュウツウ ノ ゲンジョウ ブンセキ ト コンゴ ノ カダイ by 七松 敏 et al.
1.  はじめに
近年の急速な情報通信技術（ICT）の発展により、
特にブロードバンド＆モバイルをキーワードとして、
個々人を取り巻く情報環境が整備されつつある。ブロ
ードバンド環境では、特にアクセス網としてADSLが
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情報流通の現状分析と今後の課題
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今日のデジタル化とネットワーク化の進展に伴い、メディア上を流通する多様な情報量は急速に増大
している。情報通信技術による高度情報ネットワーク、情報端末およびネットワーク上を流れる豊富な
コンテンツの開発により、より一層シームレスでスムーズな情報流通の実現が望まれる。
本論文では、情報流通において、個々人の情報行動に密接に関係する情報消費（消費情報量）を、パ
ーソナルメディア及びマスメディアの各メディア毎に、最新の総務省統計局の情報通信統計データベー
ス「情報流通センサス」を基に分析する。また今後の課題として、ブロードバンド環境の整備にともな
い、リッチなマルチメディア・デジタルコンテンツの情報流通を活性化する鍵ともなる著作権保護につ
いて取り上げる。
キーワード：情報流通センサス，パーソナルメディア，マルチメディアコンテンツ，消費情報量，
著作権保護，WIPO，電子透かし
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The volumes of diverse information flows and contents distribution have been increasing rapidly
due to the recent advance in information communication technology. It is demanded that smooth
information flows are realized by the development of the advanced network, information terminals
and contents. 
The present paper reports the analysis of current information flows and contents distribution,
especially of the information consumed in the every personal media and mass media in Japan. The
information consumed in information flows is closely related with personal activities.  In this paper,
the volumes of information flows in Japan are based on the latest investigation" Census of Information
Flow" conducted by MPHPT（Ministry of Public Management, Home Affairs, Posts and
Telecommunications）.
This paper also reports the copyright protection system to prevent illegal copying digital
contents so as to promote production and distribution of digital network contents in the broadband
environments.
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急激に普及し、またファイバを各家庭までひくFTTH
も普及の兆しを見せ、一方のモバイル環境においては、
新たに第３世代移動通信と無線LANによる高速無線ア
クセスサービス（ホットスポット）が全国規模で展開
されている。放送のデジタル化は、1996年にCSデジタ
ル放送、2000年にBSデジタル放送、2002年に東経110
度CSデジタル放送がすでにサービスされており、更に
地上波デジタル放送が2003年12月に予定されている。
放送のデジタル化により、デジタル放送とインターネ
ットによる放送と通信との融合が期待されている。
今日の情報環境は、マルチメディア情報端末
（Computer）、ネットワーク（Conduit）、ネットワー
ク上の豊富なコンテンツ（Content）、この3Cで個々人
の情報行動を支えている。情報社会はこの3Cの発展に
より、シームレスでスムーズな情報流通を実現し、情
報消費していく社会ともいえる。
本論文では、個々人の情報行動に密接に関連してい
る、情報流通における情報消費（消費情報量）を、パ
ーソナルメディア及びマスメディアの各メディア毎
に、最新の総務省統計局の情報通信統計データベース
「情報流通センサス」1－3）を基に分析し、また今後の課
題として、ブロードバンド環境の整備にともない、リ
ッチなマルチメディア・デジタルコンテンツの情報流
通を、活性化する鍵ともなる著作権保護について取り
上げる。
2.  情報流通
2.1 情報流通量の定義
今日、情報はICTの進化にともない、多様な伝達メ
ディアを通じて個々人で消費される。伝達メディアは、
情報の流通形態から電気通信系、輸送系（新聞・雑誌
などのように物理的に輸送）、空間系（対話・会議・
観劇など）において、伝達の対象が１対１の対人的情
報環境としてのパーソナルメディアと、1対多の社会
的情報環境としてのマスメディアとに分類することが
出来る。
総務省が毎年実施している日本の情報流通センサス
では、パーソナルメディア及びマスメディアに含まれ
る71項目の各メディアを対象にし、年間の情報流通量
を調査している。この情報流通センサスでは、電気通
信系、輸送系、空間系、においての各メディアにおけ
る情報流通量を、情報の発信から受信して消費される
まで、それぞれ次の５段階の切り口で定量化している1）。
・原発信情報量（オリジナルな情報量の総和：例えば、
電話での発信者の情報量、書籍の原稿、CDやビデ
オソフトなどの原盤、新たに放送される放送番組の
情報量など）
・発信情報量（同一情報の複製、繰り返し発信をも含
む全情報量の総和）
・選択可能情報量（特に、放送では、全国の設置受信
機で選択可能な放送番組の全情報量の総和）
・消費可能情報量（特に、放送では、全国の設置受信
機で消費可能な放送番組の全情報量の総和）
・消費情報量（情報の消費者が実際に接した情報量の
総和）
パーソナルメディアの場合、発信情報量、選択可能
情報量及び消費可能情報量は、原発信情報量に等しい
が、マスメディア、特に放送では原発信情報量を大幅
に増幅して流通する。
情報流通の各切り口の情報量は、総務省の情報流通
センサスでは、計量基準単位として、文節相当の日本
語を基礎とする「ワード」を導入し、各メディアの定
量化を計っている。日本語文章（漢字かな混じり文章）
の１文字を0.3ワードとし、記号情報（書き言葉、話し
言葉）及びパターン情報（音楽、静止画、動画）の計
量単位（字、分、枚）から、この計量基本単位「ワー
ド」への換算比価を定め、記号情報およびパターン情
報をすべてワード換算で、情報流通量の総量の定量化
を計っている2）。この換算比価と基本単位「ワード」
を用いることにより、各メディア間における情報流通
の定量的比較が可能となる。
2.2 パーソナルメディア及びマスメディアにおける
消費情報量
本文では、情報流通における５つの切り口の情報量
から、情報社会における個々人の情報行動の源となる、
情報を入手し消費する消費情報量（各人が実際に接し
た情報量）を取り上げる。伝達メディア（パーソナル
メディア及びマスメディア）による情報流通の年間消
費情報量を、最新の2001年度情報流通センサスよりま
とめ表１に示す。
表１より電気通信系が１年間の全消費情報量の
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89.6％（パーソナルメディア：80.6％、マスメディ
ア：9.0％）となっており、流通形態においては、電気
通信系が今日の情報消費の中心となっている。情報流
通センサスの調査対象である71項目のメディアにおけ
る年間消費情報量の総和は、9.06x1016ワードである。
情報の発信から受信までの情報流通において、原発信
情報量、発信情報量、選択可能情報量、消費可能情報
量、消費情報量、の５つの切り口それぞれの情報量の
比は、1.00、1.04、10.6、1.97、1.20である。情報流通
中の選択可能情報量が最大となっている。
また、71項目のメディア中、主要各メディア56項目
に対する年間消費情報量の定量的なマッピングを、次
の11グループに区分して表２及び表３に示す。表中に
おける各メディアの消費情報量の定量値は、総務省の
情報通信統計データベースによる。
（１）電話
（２）ファクシミリ・画像映像伝送
（３）データ伝送
（４）インターネット・パソコン通信・LAN
（５）テレビ放送
（６）ラジオ・文字・データ放送
（７）文書
（８）パッケージ
（９）新聞・雑誌・書籍
（10）対話・教育・会議
（11）エンターテインメント
表２及び表３中のマッピングにおいて、小区分（３）
データ伝送、とりわけ専用サービスにおけるデータ伝
送が6.79x1016ワードと、各メディア中最大の情報消費
量を示す。国内において１年間で消費される全情報消
費量の75％を占める。
表２及び表３に示す2001年度の情報流通量は、ICT
技術の進展にともない拡大してきた。特に、デジタル
化とネットワークの技術進化に大きく影響を受ける、
電気通信系におけるパーソナルメディアの小区分
（１）－（４）、及びマスメディアの小区分（５）、ま
た輸送系におけるマスメディアの小区分（８）、の消
費情報量に注目し、情報化社会の立ち上がり時期であ
る1990年度より2001年度まで時系列変化を、総務省の
情報通信統計データベース2、3）を用いて、図１～図６
に示す。
図１～図６中の、（A）、（D）、（A＋D）はそれぞれ、
アナログ情報、デジタル情報、アナログ情報＋デジタ
ル情報を示す。パーソナルメディアおよびマスメディ
アいずれにおいても、デジタル情報による情報流通量
の拡大が顕著である。
図１のパーソナルメディア小区分（１）電話では、
1990年度と2001年度の消費情報量がISDN電話の149
倍、携帯・自動車電話の55倍、PHSの12倍となってい
る。携帯・自動車電話のアナログからデジタルへの世
代交代は、1979年にスタートしたアナログの第一世代
携帯電話、1992年に第二世代のデジタル携帯電話、ま
た2000年にはマルチメディア無線インフラによる第三
世代のデジタル携帯電話が立ち上がった。この間、
1999年に第一世代であるアナログ携帯電話が20年間の
サービスを終了した。このように世代更新しながらデ
ジタル化が進み、1990年度末の87万契約者数から、
2001年度末には6912万契約者数と急激に増加した。
2000年３月には携帯電話がアナログ加入電話を契約者
数で逆転している。この携帯電話の急激な普及にとも
ない、携帯電話による消費情報量が増加した。この影
響を受けて、一方では、図１に示すようにアナログ加
入電話における情報流通量は今日減少傾向にある。
図２の小区分（２）ファクシミリ・画像映像伝送で
は、デジタル化により、特にファクシミリ（ISDN）
が拡大している。更に今後はマルチメディアコンテン
ツが流通する画像映像伝送の拡大が見込まれる。
図３の小区分（３）データ伝送では、専用サービス
網でのデータ伝送が、他のメディアに比べて桁違いに
大量の情報量となっている。企業、行政、自治体を中
心に、専用サービス網で消費されるデータ伝送は、情
報社会の中にあって情報流通の核として、今後ますま
す拡大していく。
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表１：伝達メディアの流通形態における2001年度消費情
報量（文献２を基に作成）
図４の小区分（４）インターネット・パソコン通
信・LANにおいては、特に、インターネットでは、サ
ービスがスタートした1992年度と2001年度で約320倍
の消費情報量に拡大されている。今後の高速・大容量
化のブロードバンド化に伴い、多様なマルチメディア
コンテンツの流通が展開されその消費が加速される。
インターネットにおいては次世代情報通信ネットワー
クとしてIPv６の標準化と実用化とが、来るべきユー
ビキタス情報社会に向けて積極的に展開されている。
パソコン通信およびLANは、1990年比較でそれぞれ13
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表２：2001年度消費情報量マッピング－A（文献２を基に作成）
倍、8倍と拡大されている。
図５のマスメディア小区分（５）テレビ放送におい
て、CSテレビ放送、衛星デジタルテレビ放送（ハイビ
ジョン）、BSテレビ放送、ケーブルテレビが顕著な拡
大が見られる。地上波テレビ放送は、アナログ放送か
らデジタル放送への転換期にある。今後はアナログ放
送から、デジタル放送（CS、BS、地上波）へと世代
更新が進む。
テレビ放送はリッチなマルチメディアコンテンツの
情報流通とも言える。今後デジタルへの世代更新によ
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表３：2001年度消費情報量マッピング－B（文献２を基に作成）
り、デジタル放送はインターネットとの親和性を高め、
放送コンテンツを放送以外の多様なメディアに流通さ
せることが容易となる。
図６のマスメディア小区分（７）パッケージでは、
消費情報量の大きな拡大が、パソコンソフト、CD－
ROM、DVDソフトに見られる。パソコンソフトでは
1990年度と2001年度比較で11倍、CD－ROMでは246倍、
また、DVDでは世に出た1996年度から５年間で221倍
の情報消費量になっている。マルチメディアデジタル
コンテンツの記録媒体として、今後一層パッケージ媒
体の大容量化が計られる。ディスクパケージが輸送系
マルチメディアの情報消費の主要媒体となっている。
主要メディアによる情報消費量の時系列変化は、図
１～図６で明らかなように、アナログ情報に比べデジ
タル情報の消費情報量が大きく変化している。1990年
度及び2001年度のデジタル化率は、発信情報量では
36.7%から92.2%、消費情報量では19.8%から82.7%へと
拡大している2、3）。
情報がデジタル形式で表現されるデジタルコンテン
ツの流通では、デジタルコンテンツ市場が活性化し、
その規模はデジタルコンテンツ白書によれば、2001年
度は１兆6827億円と推定されている。その内訳は、パ
ッケージ71.4%、ネットワーク16.6%、携帯電話6.9%、
デジタル放送5.2%、である4、5）。市場内訳では輸送系
のパッケージが全体の３分の２ほどシェアしている
が、今後はブロードバンド化にともない、デジタルコ
ンテンツ市場の拡大と共に、電気通信系（ネットワー
ク、携帯電話、デジタル放送）の比率が増大していく
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図１：パーソナルメディア：（１）電話 図２：パーソナルメディア：
（２）ファクシミリ・画像映像伝送
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図３：パーソナルメディア：（３）データ伝送
図４：パーソナルメディア：
（４）インターネット・パソコン通信・LAN
ものと期待される。
情報流通の拡大は、一方では情報メディア産業全体
の成長と連動している。1990年代の10年間に急成長し
た情報メディア産業の内、上位５分野の1991年および
2 0 0 0 年 の産業規模（売上ベース）と成長率
（2000/1991比）を表４に示す。
デジタル化による情報流通は、新たな産業とサービ
スを生み出し、さらなる市場創出へと大きな変化をも
たらす。
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図５：マスメディア：（５）テレビ放送 図６：マスメディア：（８）パッケージ
表４：情報メディア産業の急成長５分野
（文献４を基に作成）
3.  デジタル情報の情報流通における今後の課題
我が国の“e-Japan戦略”では、2005年までに高速
インターネットアクセス網を3000万世帯に、超高速イ
ンターネットアクセス網を1000万世帯に、常時接続可
能な情報環境を提供することを目標にしている。H15
年情報通信白書1）によれば、現在のブロードバンド環
境として、加入可能世帯数では、DSLでは3500万世帯、
ケーブルインターネットでは2300万世帯、FTTHでは
1600万世帯と、情報通信インフラとしては目標を大幅
に達成している。しかし、ブロードバンドの契約者数
としては、ブロードバンドの普及は立ち上がってはい
るが、DSL、ケーブルインターネット、FTTH、それ
ぞれ加入可能世帯数の比率で示すと、20％、9％、2％
とまだ低い水準である。
ブロードバンドを利用した電気通信系メディアにお
ける情報流通の促進には、今後一層の企業、行政、自
治体等のIT化の飛躍的促進と共に、個人ベースでの情
報活用を促進するためにも良質なネットワークデジタ
ルコンテンツを増大させる必要がある。
情報通信技術により情報流通のデジタル化率が高ま
り、経済的な価値を生むデジタルコンテンツ、特に、
マルチメディア・デジタルコンテンツの情報流通が高
まれば高まるほど、情報流通における著作権の保護の
問題が重要視されてくる。
今日、ブロードバンドや携帯インターネットサービ
スの普及にともない、映像系コンテンツのニーズが増
加している。今後の情報流通をより一層活性化し、良
質な情報（コンテンツ）が流通し、消費情報量の拡大
を計るためにも、デジタル化時代の著作権の確立と著
作権保護技術による著作権管理システムの構築が必須
となる。
以下に、デジタル時代の著作権制度の推移と、著作
権保護技術として、暗号化技術と並んで期待されてい
る電子透かし技術を取り上げる。
3.1 情報のデジタル化に向けての著作権制度
情報流通と著作権の関係は、特にコンテンツが経済
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表５：日本の著作権制度の推移
的な価値を生み出すと、著作権保護の問題が発生する。
情報流通に新技術が導入されると、著作権保護に対し
て著作権の法整備と著作権保護技術が車の両輪となり
その確立が計られてきた。特に、1990年代のデジタル
とインターネットの技術革新と連動して、国際間で多
面的に著作権制度が検討された。今日までの日本の著
作権制度と外国との条約締結の推移を表５に纏める6－8）。
21世紀のデジタル情報流通において、著作権保護に
おける世界の指針になるのが、WIPO（Wor l d
Intellectual Property Organization：世界知的所有権
機関）著作権条約である9）。本条約は、1996年にWIPO
著作権条約、およびWIPO実演レコード条約が外交会
議にて採択され、30カ国の批准を受けて、それぞれ
2002年に発効となった（表５）。日本は2000年にWIPO
著作権条約を、2002年にWIPO実演レコード条約を締
結した。
WIPO著作権条約では主に次の規定により、ICT時
代の情報流通における著作権保護を法制面で強化して
いる。
（１）インタラクティブ送信に関する規定：著作者は、
有線・無線を問わず、公衆への伝達権（サーバにア
ップロードする権利、送信可能化権、を含む。）を
有する。
（２）技術的保護手段に関する義務を規定：著作権保
護の為の技術手段に法的保護を与える。即ちコピー
プロテクションをはずすと違法。
（３）権利管理情報に関する義務を規定：権利管理情
報の保護。権利管理情報の除去・改変の禁止。また、
除去・改変されたことを知りながら複製物を頒布す
ることの禁止。
日本の著作権法では、1997年に（１）を、また1999
年に（２）、（３）を含め著作権を強化し、2000年６月
にWIPO著作権条約を締結した。
3.2  著作権保護技術
情報のセキュリティの確保とコンテンツの違法コピ
ーにたいする著作権保護が、今後情報流通を活性化す
る基本となる。著作権法では、違法コピーに対する技
術的保護手段を、電子的方法、磁気的方法、人の知覚
によって認識することが出来ない方法、と定義してい
る。今後、一層のデジタル化とブロードバンド化の展
開において、デジタルコンテンツの情報流通活性化に
むけて、著作権保護技術が積極的に検討されている。
今日、著作権保護を目的とした著作権管理システム
DRM（Digital Right Management）の開発が進んで
いる。DRMシステムでは、配信するコンテンツの暗
号化と利用者の認証（アクセス管理システム）、電子
透かし技術（不正コピーを抑制するコピー管理システ
ム）、著作権情報の確認（ID管理システム）、課金シス
テムなどを組み合わせてネットワーク上のコンテンツ
を総合的に保護するシステムである。
今後のブロードバンド化にともない、イメージ情報
を含んだリッチコンテンツの情報流通が拡大されてく
るが、今日の重要な課題は違法コピー問題である。イ
メージ情報（音楽、静止画、動画、映画）の情報流通
における違法コピー防止技術として、暗号化技術と並
んで電子透かし技術（WM：Water Mark）が注目さ
れている。
電子透かし技術（WM：Water Mark）とは、コン
テンツ特にマルチメディアコンテンツに、人間に知覚
されない電子透かし（意味ある一種の電気的ノイズ）
を附加し、この電子透かしに権利管理情報を含める方
法である。情報発信から個々人における消費にいたる
エンド・ツー・エンドの情報流通におけるすべての過
程で違法コピーを防止し著作権保護を図る。今日、電
子透かし技術の標準化や音楽、映像のシステムトライ
アルが実施されている。
特に、リッチコンテンツである静止画像や動画像に
おける電子透かし技術の基本方式を図７に示す。図７
中、空間方式は画面中の局所的な画素にWM情報を附
加する（画面の一部分にWM情報を埋め込む）。一方、
周波数方式は画面を周波数分解し、これにWMを拡散
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図７：電子透かし（WM：Water Mark）挿入方式
加重する方式である（画面全体にWM情報を埋め込
む）。マルチメディアコンテンツの種類、流通形態に
より、さらに多様な技術開発が進められている10－13）。
電子透かし技術は著作権トレースにおいて有効な著作
権保護手段である。図８に著作権トレースへの応用例
を示す。ネット上にアップロードされた違法コピーコ
ンテンツも、WM検索エンジンにて検出可能である。
今後、コンテンツ、特にマルチメディアコンテンツ
の情報流通において、暗号化技術、電子透かし技術、
または暗号化と電子透かし技術と併用する場合と、多
様な著作権保護技術が活用されてくる。一例として、
今後予定されているデジタル放送におけるマルチメデ
ィア・デジタルコンテンツの著作権保護方式を取り上
げる。
BSおよびCSデジタル放送では、現在、有料放送に
ついてはスクランブル技術を用いて番組の違法コピー
を防止できるが、無料放送ではコピー制御情報を番組
と共に放送波で送ることが出来なかった。しかし今後
は、デジタルコンテンツの著作権保護のため、放送事
業者がコピー制御情報を、番組と共に暗号化して放送
波に乗せることを認める方針が出された（総務省14、15））。
番組に付随したコピー制御情報、「制限なしにコピー
可能」、「一世代のみコピー可能」、「コピー禁止」の信
号により、デジタル受信機が機能する（図９）。図９
においては、電波に乗せるコンテンツは暗号化されて
おり、さらにデジタル受信機からデジタル蓄積装置へ
のデジタル情報の転送は、DT C P（D i g i t a l
Transmission Content Protection：相手機器を認証
し、情報を暗号化して転送）によりコンテンツが保護
される。
電波および有線の電気通信系メディアさらに輸送系
のパッケージメディア、いずれも発信装置及び受信装
置であるマルチメディア機器間での情報流通経路にお
いては、デジタル信号は暗号化されマルチメディア・
デジタルコンテンツの著作権は保護される。
デジタル衛星テレビ放送のCS、BSに加えて、2003
年12月からは地上波デジタルテレビ放送が開始され
る。映像コンテンツのほぼ６割はテレビ番組が占めて
いる。コンテンツの著作権保護により、テレビ番組の
インターネット上での再配信を含め、今後デジタル放
送とインターネットの融合が促進するものと期待され
る。
4.  まとめ
今日の情報社会においては、シームレスでスムーズ
な情報流通の実現を目指して、国家戦略である“e-
Japan”のもとで、ブロードバンドネットワークイン
フラの構築が進められてきた。今日、基盤整備は達成
されつつあり、次ステップとして“e-JapanⅡ”戦略
では、IT環境の利・活用に重点が置かれ、多分野での
情報流通の一層の活性化をターゲットとしている。更
に、コンテンツの創造とコンテンツの市場拡大に向け
た知財立国への展開が図られている。
本論では、最新の情報流通センサスをもとに情報流
通における情報消費に注目し、電気通信系の各メディ
アを中心に分析した。さらに、今後のブロードバンド
時代の音楽、静止画、動画、映画などリッチなマルチ
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図８：電子透かし（WM：Water Mark）による著作権ト
レースへの応用
図９：デジタル衛星放送におけるコンテンツ保護
（DTCP：Digital  Transmission Content
Protoction）
メディアデジタルコンテンツの情報流通において課題
となる著作権保護の問題を取り上げた。今後、コンテ
ンツ配信サービス、VODサービス、サーバー型放送サ
ービス、デジタルアーカイブサービスなどコンテンツ
の情報流通サービス（図10）において、デジタルコン
テンツの著作権を保護する著作権管理システムの構築
が、ブロードバンド時代の情報流通の拡大にむけての
重要な課題となる。知的財産権、特に著作権の諸問題
を解決し、オープンで自由なコンテンツの利用環境、
そのためにも著作権管理システムを含めた情報流通環
境の一層の向上が求められる。
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図10：マルチメディアコンテンツ流通サービス
